












( 1 ) Canizaresの見解
フランスでは一人会社が認められるのも遅かったが，有限責任個人企業 (l'entrepriseindivi-
duelle a responsabilit岳 limitee）に関する議論の発生も遅かった。 フランスにおける議論は














ならず， Wieland, Pisko Carry等のヨーロッパの法律家によって同制度が提唱されており反対
論の根拠となりえないと。他方法的観点から有限責任個人企業を認めることの障害を構成するのは













































(2）アンリ・キャピタン・フランス法文化協会 (1,Association Henri Capitant pour la 





ているが， 1955年6月5日にベルギーの Louvain,Bruxelles及び Brugesの3箇所で会議を開催
した。そのうち Louvainでは「商事企業の有限責任とその危険を回避する手段」が統一テーマと
なり， 11名の学者による報告と 4名の学者による討論が行なわれた。そのうち有限責任個人企業の
関係から特に注目に値するのは Lagarde（フランス法を担当）， Bernardo Supervielle （アルゼン
チン・ウルグァイ法を担当）及び Canizares （スペイン法を担当） の報告と，討論における Ca-
nizares, Enrique Aztiria及び Houinの意見である。 Canizaresの報告及び、討論における主張
は，（1）で述べた彼の見解と同一内容であるから省略することにする。また BernardoSupervielle 
の見解は南米の箇所で触れる予定であるので， ここでは Lagarde, Enrique・ Aztiria及び Houin 
の見解のみを紹介することにする。
(b) Lagardeは， 1950年にストラスプールで、開催された全国有限会社協会 (1’Association 
nationale de Societe a responsabilite lirnitee (A. N. S. A. R. L. ) ）の会議において委員
は，有限会社に向けられた非難を洗い落すため，名義人によって行なわれていると非難されるとこ
ろのものを公然と行なう権利を要求しようと考えたこと，そしてこのような制度を少数だが質の良































































彼はまず Aubreyet Rauが確立した財産単一性，不可分の原則 (leprinciple de l’unite et 


























































































































は， 1938年に「営業財産及びその固有の負債（LeFonds de Commerce et son Passif Propre）」
とし、う著書亡すべての営業財産は実際上固有財産，従って法人を構成すると主張した。
( 2) Spethの見解
(a）彼は1957年に出版された「財産の可分性及び一人企業（Ladivisibilite du patrimoine 































る。そこでは Planiol,Colin et Capitant, Picard, Salleilles, Beudant, De Page et Dekkers 
及び Philonenkoの各学説が考察の対象となっている。そのうち Planiol及び Colinet Capitant 
は古典的理論の追従者であり， Picardは，同理論の強い影響を受けているが，財産と人格の結び
をつきを完全にではないが否定し，古典的理論と近代の充当財産の観念を調停することに賛成した。




































































(le fonds de commerce），法人格ある会社，破産，海上事故 (lefortune de mer），占有回収増
加額返還請求理論 (letheorie des augments），ベルギーの1939年11月30日のアレテ・ロワイア
が定める商品定期取引 (lesmarches a terme sur marchandise）及びフランスの1945年10月17日
のオルドナンス（小作法）が規定する農業経営の7つが扱われている），「非営利又は慈善活動の際
の区分JC第5款。財団及び非営利社団 (lesassociations sans but lucratif）が扱われている），
そして「公法財産における区分」（第6款。公共用営造物 (lesetablissements publiα），国有企











































































































































































































































































































こで affectioを欠いた，即ち desaffectioな societatisが次に問題となる。
第2款「desaffectiosocietatisの表示」は，第1項「自然人である株主における desaffectio
societatis」 と第2項「法人である株主における desaffectiosocietatisJ と第3項「純形式会社






















































































































































の補助的責任を伴う個人企業 (I'entreprise d’une personne avec responsabili te subsidiaire 
=E.P.R.S.)Jと呼び，認められないものを固有の「有限責任個人企業 (I'entreprise d’une per-
sonne a responsabili te limit白＝E.P.R.L.）」と呼ぶ。
第1款「補助的償還請求を伴う一人企業と補助的償還請求を伴わない一人企業のために援用され















































































以上が Spethの提案である。彼の提案が Ca五izaresの提案と大きく異なる点は， E.P.R.L.の
みだけでなくEP.R.S.なる企業形態をも認めようとする点にある。
そして著書の最後に上述した内容を要約した5頁たらずの結論がついている。
( 3 ) Baugnietの見解
Baugnietば01965年に出版された「一人会社」という論文で？「私の若い同僚 F刷 ericSpeth 
































(1) Sagunto F. Perez Fontanaの見解
イタリアの有限責任個人企業の議論は後述する MarioRotondiの論文に始まる。しかしウルグ
ァイのモンテピオ大学教授 SaguntoF. Perez Fontanaは， 1960年にイタリアの商法雑誌に「商
人の有限責任」というイタリア語で書かれた論文を発表しており，同論文は M.Rotondiの見解












































































とする。 societadi comodoは，フランスの soci岳tede pure forme，ドイツの Strohmanngesell-
sch aftと同義である。
彼は1942年に発表された「新商法典の予備草案に対する意見（Pareresul progetto preliminare 











































































( 4 ) Augusto J. Leviの見解




































































































































































































































は AdolfThiler, Adamastcer Limaそして Trajanode :Miranda Valverdeによって支持さ






























mer Congres Nacional de Derecho Comercial) _Jは， CharlosC. Malagarriga教授と Mario
A. Rivarola教授の報告を討議し， 厳格な公示制度に服させて， 有限会社法で、既に採用されたも
のと類似の要件及び輪郭（lineamentos）で有限責任個人企業の法制度を規制することは適当であ
るとした。 同じ年にサンタ・フェで開催された「全国弁護士会第5回大会（QuintaConferencia 
National de Abogados）」は， 活発な議論のあとで、，アルゼ、ンチンの立法において法人（Persona
de existencia ideal）として有限責任個人企業を制定することは適当で、あるとし、う宣言を採択し
t~~ 









とになる）01943年には Arturode La vぷ〕が， 1944年には HectorM. E%~）が，それぞれ有限
























ないJ11~5〕従って 1940年の「全国弁護士会第 5 回大会」の決議は，企業と企業家を混同する誤を犯
していると批判している。ついで無限責任の原則は公序法規（unprecepto de orden publico) 
ではないとしてこの意味で EnriqueAztiriaの見解に賛成している。











































































(a) 1968年10月ベル一軍部はクーデターにより FernandoBelaunde Terry大統領を追放し
Juan Velasco Alvarado将軍を大統領とする「軍事革命政府」（GobiernoRevolcionario de la 
Fuerza Armada）を樹立した。 この軍事政府は， ベノレーの経済・社会構造の変革を目的とする各
種の施策をつぎつぎに発表し， 実施しているが， 1976年2月24日にはデクレット・レイ第 21435
号によりその政策の 1つである経済主体の複数化を達成すベく「民間セクター小企業法（Leyde la 
Pequefia Empresa del Sector Privado）」を制定した。同法の前文はその立法趣旨を次の様に述べ
ている。即ち， 「社会的所有の優先的セクター，国家セクター，改革された民間セクター，小規模
の経済活動のために構成される排他的民間所有のセクターを認めて，異なる所有形態を区別し且つ















下の私的所有企業を「小企業 (laPequefia Empresa）」と定義するとともに， 7条はこの小企業が
とりうる組織形態を①個人企業（EmpresaUnipersonal），②有限責任個人企業（Empresalndivi-














る商事セクターの企業を奨励， 助言， 支援及び規制する任務を有する企業振興局 (laOficina de 






































































Nacional Supervisora de Empresas y Valores = CONASEV）の定める規則（Reglamentode 
valorizaci6n de bienes no dinerarios par empresas individuales-Resoluci6n CONASEV N。









































































































































































いと考える。 なぜ、なら FloresPoloが述べるように， 同法は立法者が意図したような振興的特色
を実際にはそれほど有していないと考えられるからである。第2に，同法はベルーの実務に法律を











Canizares によって支持を受けたものの長い間支持者がいなく， 最近になってようやく Aussedat




























Per la limitazione della responsabilita' medianto fondazione di un ente antonomo in Etudes de droit commercial 
en 1’honneur de Paul Carry, 1964, p. 59 note4；同， Lalimitation de la responsabilite dans l' entreprise 
individuelle, in Rev. trim, dr, com, (1968), pp. 7 et8, note7；同， ZurHaftungsbeschrankung des Einzelkauf-











































参考資料E デクレヴト・レイ第21621号（Leyde Sociedades Mercantiles (Jorge Perez Pacussich) 
1978, pp. 257～274;Pedro Flores Polo, Empresa individual de responsabilidad limitada (a五alisisjuridico), 
1977,pp.180～202.) 
第 1章総 則











































































おいて添付されることを要する。評価は国家企業・有価証券監査委員会 (laComisi6n Nacional 
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